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非営利組織における予算コントロールと目的達成度の評価 

 

 

法政大学 梅津亮子 

 

はじめに 

Ⅰ 理事会の討議資料 

 (1) 事業活動の結果に関する理事会討議資料の表示形態 

 (2) 事業活動のチェック体制と理事会討議資料 

Ⅱ 予算値と実際値の差異 

Ⅲ 組織目的および事業目標の達成度の評価 

 (1) 目的達成度の評価 

 (2) 事業計画の目標を達成するための働きかけ（動機付け） 

Ⅳ 執行されなかった予算 

 (1) 執行されなかった予算があった場合の対応 

 (2) 目的達成度の評価との関係 

おわりに 

 

 

はじめに 

 本稿では、非営利組織における予算によるコントロールについて、とくに予算期間終了後

の目的達成度の評価に焦点を合わせて質問調査結果をもとに考察する(1)。組織のマネジメン

ト・コントロールのすべての局面において、予算がマネジメント及びコントロールの手段と

して予算が有効に機能していることは、事業計画の策定、スムーズな計画の実行の鍵となる。

計画→実行→統制（コントロール）および結果のフィードバックという経営管理プロセスに即

していえば、コントロールもそれぞれに対応して事前コントロール、期中のコントロール、

事後コントロールと一応の区分ができる。ここでは、予算による事後コントロールに焦点を

合わせて、目的達成度の評価の視点を織り交ぜながら、事業計画の結果について理事会でど

のような報告がなされているか、予算からみて組織目的・事業計画の目標の達成度をどのよ

うに捉えるか、執行されなかった予算はどう扱われるかについて論じていく。 
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Ⅰ 理事会の討議資料 

(１) 事業活動の結果に関する理事会討議資料の表示形態 

 まず、実行された事業活動について、理事会にどのような報告がなされているか、理事会

に提出される資料（内部報告資料）の表示形態について考察しておきたい。ここでは、予算額

と決算額の対比という一般的な決算報告の形態だけでなく、文章による記述情報、目的達成

度に関するトップマネジメントの所感、物量情報、グラフ化された視覚情報などの非貨幣的

情報も含め、事後コントロールとして広く当年度の評価と次年度へのフィードバックに有用

と思われる表示形態を含めている。以下の表 1 において、「事業計画の結果について理事会

で報告するとき、どのような表示形態を用いているか」という質問内容に対する回答を集計

して示している。 

 

表１ 事業活動（予算）の結果に関する理事会討議資料の表示形態 

項 目 件数 割合(％) 

収入・支出について、理事会で承認を受けた予算書の形式に従

って、予算額および決算額を対比表示する。 
266 82.6 

事業別・業務部門別に主要な活動の実施内容を文章で記述説明

する。 
209 64.9 

事業別・業務部門別に予算の達成状況（収入予算の充足状況・

支出予算の執行状況）を提示する。 
167 52.0 

前年度収入・支出に対する増減率を示す。 165 51.2 

組織目的および事業計画の目標が達成されたかについて、まず

理事長が口頭で所感（主観的判断）を示す。 
78 24.2 

利用者数、利用時間、作業時間、取扱件数などの主要な物量情

報について、多年度推移をグラフ化する。 
44 13.7 

主要な収益・費用項目について、予算値・決算値の多年度推移

をグラフ化する。 
22 6.8 

その他 8 2.5 

 （注） 集計可能な調査票 326 件、有効回答 322 件、欠損値 4 件、制限なしの複数回答。表中の割合は、

有効回答 322 件に占める各項目件数の割合である。 

 （出所）筆者作成。これ以降の表も、同じく筆者作成。 

 

 表１では、「収入・支出について、理事会で承認を受けた予算書の形式に従って、予算額お

よび決算額を対比表示する」という表示形態が最も多くの回答を集め、266 件、全体の 82.6％

の割合となった。貨幣的情報に関する選択肢項目であり、一般的な決算報告として採用され

ている表示形態である。予算書に記載の収入予定額と支出予定額について、実行された活動

から生じた収入および支出の実際額（決算額）と対比表示することによって、組織全体の事
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業活動の結果が把握される。 

 第 2 順位は、「事業別・業務部門別に主要な活動の実施内容を文章で記述説明する」とい

う選択肢項目であり、選択件数は 209 件、全体の 64.9％の割合である。また、第 3 順位「事

業別・業務部門別に予算で計画された収入と支出の達成具合（収入と支出の状況）を提示する」

は、選択件数は 167 件、全体の 52.0％の割合となった。この第 2 順位と第 3 順位の表示形態

は、どちらも事業別あるいは業務部門ごとのセグメント情報を示している。第 2 順位の「事

業別・業務部門別に主要な活動の実施内容を文章で記述説明する」は、事業セグメントある

いは業務部門セグメント別に、予算期間に実施された具体的な活動内容、業務内容を文章記

述して理事会に報告するものである。また、第 3 順位の「事業別・業務部門別に予算で計画

された収入と支出の達成具合（収入と支出の状況）を提示する」は、事業セグメントあるいは

業務部門セグメント別の活動の収支状況について報告され、実際の収入・支出の金額（決算

額）だけでなく、事業セグメントごとに予算額に対する決算額の割合（収入予算に対する実際

の収入額の割合、支出予算に対する実際の支出額の割合）も算出される。 

 第 4 順位は「前年度収入・支出に対する増減率を示す」という項目で、選択回答数が 165

件、全体の 51.2％である。ここまでが、理事会に提出される資料の表示形態として過半数を

超えた回答である。第 5 順位以下、残りの回答は一桁台から 20％台の集計結果となった。第

5 順位「組織目的および事業計画の目標が達成されたかについて、まず理事長が口頭で所感

（主観的判断）を示す」は 78 件で 24.2％、第 6 順位「利用者数、利用時間、作業時間、取扱

件数などの主要な物量情報について、多年度推移をグラフ化する」は 44 件で 13.7％、第 7

順位「主要な収益・費用項目について、予算値・決算値の多年度推移をグラフ化する」は 22

件で 6.8％である。 

 なお、表 1 の設問は複数回答が可能であるので、複数選択される場合の特徴をみるため、

表 2 に選択肢項目同士をクロス集計して選択の傾向に特徴があったもの（調整済み残差が絶対

値で 1.96 以上のもの）を纏めている。 
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表２ 事業活動（予算）の結果に関する理事会討議資料の 

表示形態について、相互に関係があるもの 

理事会討議資料の表示形態 
調整済

み残差 
最左列の項目と関係のある項目 

収入・支出について、理事会で承認を

受けた予算書の形式に従って、予算

額および決算額を対比表示する。 

  

なし 

事業別・業務部門別に主要な活動の

実施内容を文章で記述説明する。 
正 2.6 

組織目的および事業計画の目標が達成されたかについ

て、まず理事長が口頭で所感（主観的判断）を示す。 

事業別・業務部門別に予算の達成状

況（収入予算の充足状況・支出予算の

執行状況）を提示する。 

正 

4.6 前年度収入・支出に対する増減率を示す。 

2.5 
組織目的および事業計画の目標が達成されたかについ

て、まず理事長が口頭で所感（主観的判断）を示す。 

前年度収入・支出に対する増減率を

示す。 
正 

4.6 
事業別・業務部門別に予算の達成状況（収入予算の充

足状況・支出予算の執行状況）を提示する。 

2.5 
主要な収益・費用項目について、予算値・決算値の多

年度推移をグラフ化する。 

組織目的および事業計画の目標が達

成されたかについて、まず理事長が

口頭で所感（主観的判断）を示す。 

正 

2.6 
事業別・業務部門別に主要な活動の実施内容を文章で

記述説明する。 

2.5 
事業別・業務部門別に予算の達成状況（収入予算の充

足状況・支出予算の執行状況）を提示する。 

利用者数、利用時間、作業時間、取扱

件数などの主要な物量情報につい

て、多年度推移をグラフ化する。 

正 4.5 
主要な収益・費用項目について、予算値・決算値の多

年度推移をグラフ化する。 

主要な収益・費用項目について、予算

値・決算値の多年度推移をグラフ化

する。 

正 

2.5 前年度収入・支出に対する増減率を示す。 

4.5 
利用者数、利用時間、作業時間、取扱件数などの主要

な物量情報について、多年度推移をグラフ化する。 

(注） 相互に関係のある組み合わせのパターンは 5 個であるが、予算の執行状況に関する理事会用の討議

資料の表示形態の選択肢同士のクロス集計のため 1 つの組み合わせにつき 2 回表示されている。な

お、各選択肢項目の番号は、表 1 と対応する。各組み合わせのカイ 2 乗値、自由度、有意確率を順に

示す。 

・「事業別・業務部門別に主要な活動の実施内容を文章で記述説明する」と「組織目的および事業計画の

目標が達成されたかについて、まず理事長が口頭で所感（主観的判断）を示す」…6.525、1、0.011。 

・「事業別・業務部門別に予算の達成状況（収入予算の充足状況・支出予算の執行状況）を提示する」

と「前年度収入・支出に対する増減率を示す」…20.772、1、0.000。 

・「事業別・業務部門別に予算の達成状況（収入予算の充足状況・支出予算の執行状況）を提示する」

と「組織目的および事業計画の目標が達成されたかについて、まず理事長が口頭で所感（主観的判

断）を示す」…6.176、1、0.013。 

・「前年度収入・支出に対する増減率を示す」と「主要な収益・費用項目について、予算値・決算値の

多年度推移をグラフ化する」…6.404、1、0.011。 

・「利用者数、利用時間、作業時間、取扱件数などの主要な物量情報について、多年度推移をグラフ化

する」と「主要な収益・費用項目について、予算値・決算値の多年度推移をグラフ化する」…20.228、

1、0.000。 

 

 表 2 をみると、「収入・支出について、理事会で承認を受けた予算書の形式に従って、予

算額および決算額を対比表示する」という表示形態を選択した法人では、同時に特定の選択

肢を選ぶ傾向はみられなかった。事業別あるいは業務部門ごとのセグメント情報を示す「事
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業別・業務部門別に主要な活動の実施内容を文章で記述説明する」および「事業別・業務部

門別に予算の達成状況（収入予算の充足状況・支出予算の執行状況）を提示する」という選択肢

項目は、両者とも「組織目的および事業計画の目標が達成されたかについて、まず理事長が

口頭で所感（主観的判断）を示す」という選択肢との関連が見られ、理事会討議資料の表示形

態として同時に選択される傾向が確認された。この「組織目的および事業計画の目標が達成

されたかについて、まず理事長が口頭で所感（主観的判断）を示す」という表示形態は、後述

する目的達成度の評価とも関係するところである。個別の事業計画の目標が達成されたかど

うか、またその積み重ねとしての組織目的が達成され続けているかどうか、目的達成度につ

いて組織の長から主観的判断および評価が示されるという内容である。このような組織では、

理事会レベルにおいても、組織全体の集約情報だけではなく、細分化された部門別あるいは

業務部門別の活動実施内容とその結果および詳細な数値情報にも関心をもっているという

ことであろう。 

 さらに、「利用者数、利用時間、作業時間、取扱件数などの主要な物量情報について、多年

度推移をグラフ化する」および「主要な収益・費用項目について、予算値・決算値の多年度

推移をグラフ化する」は、物量情報（非貨幣的情報）や視覚化された情報に関する項目であり、

表 1 ではこれらに対する選択件数あるいは選択割合は低かったが、表 2 から、両者は相互に

関連を持っており、同時に選択される傾向にあることがわかる。予算数値と決算数値を並べ

て表示していただけでは全体の構成や数値の傾向は見えてこない。特に差異の金額が大きい

項目や、原因の不明な項目などは、グラフ化するなどして分析議論のための資料が必要とな

る。 

 

(２) 事業活動のチェック体制と理事会討議資料 

 実行された事業活動について、事業計画（予算）の結果が理事会にどのような報告がされ

ているか、理事会に提出される討議資料の表示形態について述べてきた。次に、これらの表

示形態（貨幣情報および非貨幣的情報、文章記述情報、目的達成度、視覚的情報など）は、事業活

動の実行段階のチェック体制、たとえば予算に沿って活動が実行されているかチェックする

責任者、チェックの頻度などによって相違があるだろうか。両者をクロス集計して、表 3 に

両者に関係のあった項目を抽出して纏めている（調整済み残差が絶対値で 1.96 以上のもの）。事

業活動の実行段階のチェック体制は別稿にて論述しているが (2)、主に責任管理者とチェック

の頻度によって、部門管理者が月次でチェックするもの、担当理事が月次でチェックするも
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の、理事会に年次で報告されるもの、理事長が外部専門家に比較検討を依頼するもの、とい

う 4 つに区分している(3)。それぞれの具体的内容は表 3 で確認されたい。 

 

表３ 「事業活動のチェック体制」と「事業活動（予算）結果に関する 

理事会討議資料の表示形態」との関係 

事業活動のチェック体制（予算に沿って活動

が実行されているかチェックする管理責任者

および頻度） 
調整済み 

残差 

事業活動（予算の）結果に関する理事会討議

資料の表示形態のうち、最左列と関係する

項目 管理責任

者 
チェック
の頻度 内 容 

部門管

理者 

月次 各部門管理者が月次で予

算と実際を比較して、部

門活動を管理している。 
正 

2.1 
事業別・業務部門別に主要な活動の実

施内容を文章で記述説明する。 

  

4.1 

組織目的および事業計画の目標が達成

されたかについて、まず理事長が口頭

で所感（主観的判断）を示す。 

担当理

事 

月次 予算担当者が月次で各部

門から実際値を収集・要

約して担当理事に報告す

る。 

正 

2.1 

収入・支出について、理事会で承認を受

けた予算書の形式に従って、予算額お

よび決算額を対比表示する。 

  

2.0 

組織目的および事業計画の目標が達成

されたかについて、まず理事長が口頭

で所感（主観的判断）を示す。 

  

2.0 

主要な収益・費用項目について、予算

値・決算値の多年度推移をグラフ化す

る。 

理事会 年次 予算担当者が年次で実際

値を収集し、決算書類と

して予算決算値比較表を

理事会に報告するだけで

ある。 

負 

−2.0 

事業別・業務部門別に予算の達成状況

（収入予算の充足状況・支出予算の執

行状況）を提示する。 

  

−2.8 

組織目的および事業計画の目標が達成

されたかについて、まず理事長が口頭

で所感（主観的判断）を示す。 

外部専

門家 

年次 

（随時） 

理事長が外部専門家に予

算値と決算値との比較検

討を委嘱して、次年度の

参考にするのみである。 

  

なし 

（注） 「事業活動のチェック体制（予算に沿って活動が実行されているかチェックする管理責任者お

よび頻度）」と「事業活動（予算の）結果に関する理事会討議資料の表示形態」の各選択肢をそれ

ぞれに対応させて関係があると認められたもの（調整済み残差が絶対値で 1.96 以上のもの）を

示す。集計可能な調査票 326 件、クロス集計時の有効回答 319 件、欠損値 7 件、各組み合わせの

カイ 2 乗値、自由度、有意確立を順に示す。 

・「各部門管理者が月次で予算と実際を比較して、部門活動を管理している」と「事業別・業務部門

別に主要な活動の実施内容を文章で記述説明する」…4.471、1、0.034。 

・「各部門管理者が月次で予算と実際を比較して、部門活動を管理している」と「組織目的および事

業計画の目標が達成されたかについて、まず理事長が口頭で所感（主観的判断）を示す」…16.591、

1、0.000。 

・「予算担当者が月次で各部門から実際値を収集・要約して担当理事に報告する」と「収入・支出に

ついて、理事会で承認を受けた予算書の形式に従って、予算額および決算額を対比表示する」…

4.382、1、0.036。 
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・「予算担当者が月次で各部門から実際値を収集・要約して担当理事に報告する」と「組織目的およ

び事業計画の目標が達成されたかについて、まず理事長が口頭で所感（主観的判断）を示す」…

3.937、1、0.047。 

・「予算担当者が月次で各部門から実際値を収集・要約して担当理事に報告する」と「主要な収益・

費用項目について、予算値・決算値の多年度推移をグラフ化する」…3.929、1、0.047。 

・「予算担当者が年次で実際値を収集し、決算書類として予算決算値比較表を理事会に報告するだけ

である」と「事業別・業務部門別に予算の達成状況（収入予算の充足状況・支出予算の執行状況）

を提示する」…3.991、1、0.046。 

・「予算担当者が年次で実際値を収集し、決算書類として予算決算値比較表を理事会に報告するだけ

である」と「組織目的および事業計画の目標が達成されたかについて、まず理事長が口頭で所感

（主観的判断）を示す」…7.794、1、0.005。 

 

 大きな特徴が表れているのは、事業活動のチェックの頻度による相違である。予算に沿っ

て活動が実行されているかどうかを月次でチェックしているか、あるいは年次でしかチェッ

クしていないかによって、とくに理事会討議資料の表示形態のうち「組織目的および事業計

画の目標が達成されたかについて、まず理事長が口頭で所感（主観的判断）を示す」との関係

において特徴が見られた。月次で事業活動をチェックしている法人では、理事会討議資料の

表示形態として、「組織目的および事業計画の目標が達成されたかについて、まず理事長が

口頭で所感（主観的判断）を示す」という項目を選択する傾向がみられた。 

 表 3 に示したように、月次で事業活動をチェックするパターンは、管理責任者の違いによ

って 2 つに区分されており、ひとつは管理責任者が部門管理者のパターン「各部門管理者が

月次で予算と実際を比較して、部門活動を管理している」であり、もう一つは管理責任者が

担当理事のパターン「予算担当者が月次で各部門から実際値を収集・要約して担当理事に報

告する」である。月次のチェック体制については、このどちらも「組織目的および事業計画

の目標が達成されたかについて、まず理事長が口頭で所感（主観的判断）を示す」という理事

会討議資料の表示形態を選択する傾向がみられたが、とくに管理責任者が部門管理者（各部

門管理者が月次で予算と実際を比較して、部門活動を管理している）であるときによりこの特徴が

強く表れている（調整済み残差 4.1）。 

 他方、事業活動のチェック体制が年次で行われている（年次で理事会が報告を受ける）ケ

ース「予算担当者が年次で実際値を収集し、決算書類として予算決算値比較表を理事会に報

告するだけである」においても、「組織目的および事業計画の目標が達成されたかについて、

まず理事長が口頭で所感（主観的判断）を示す」との間に特徴はあったが、月次でチェックし

ている場合とは異なり調整済み残差が負の値（調整済み残差 −2.8）であるので、組織目的や

事業計画の目標の達成度について、予算期間終了後の理事会において理事長の所感は示され
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ないことが多いことがわかる（両者が同時に選択されることが少ない）。以上のように、理事会

討議資料として組織目的や事業計画の目標（事業目標）に関心が向けられるのは、事業活動

の実行段階において継続的に月次で活動のチェックを行っているケースの方が、年次に比べ

て多い傾向にあった。また、月次で事業活動をチェックしている法人の方が、組織目的や事

業目標の達成度の所感表明のほか、文章記述説明、予算決算対比表示、グラフによる視覚化

情報など多様な表示形態を理事会の討議資料として選択することが多いこともわかった。 

 

 

Ⅱ 予算値と実際値の差異 

 本章では、事業別あるいは業務部門ごとのセグメント別の予算単位（事業単位）において、

実際に予算値と実際値はどの程度食い違うことがあるのか、その頻度と割合について述べて

いく。表 4 は、予算値と実績値が大きく食い違うことはあるか、差異が生じる頻度について

回答を求めた結果である。表 4 では、ほとんどない→しばしばある→頻繁にある→ほぼ毎回

食い違う、の順に差が生じる頻度が高くなっていく。集計の結果、「ほとんどない」（ほとん

ど差異が生じることはない）という回答が最も多く、152 件で全体の 47.2％となった。次に、

「しばしばある」が 141 件、43.8％である。この 2 項目で全体の 90％を占めている。その

他、少数ではあるが「頻繁にある」および「ほぼ毎回食い違う」がそれぞれ 17 件、5.3％と

11 件、3.4％回答された。 

 

表４ 予算値と実績値が大きく食い違う頻度 

頻 度 件数 割合(％） 

ほとんどない。 152 47.2 

しばしばある。 141 43.8 

頻繁にある。 17 5.3 

ほぼ毎回食い違う。 11 3.4 

その他 1 0.3 

合計 322 100.0 

       （注） 集計可能な調査票 326 件、有効回答 322 件、欠損値 4 件、単一回答。 

 

 つぎに、表 5 において、表 4 で回答された予算値と実績値の食い違いについて、予算に対

しておおよそ何％程度の差と考えられているか、6 段階（10％以下、10％から 50％までは 10％

刻み、および 50％超）で集計している。それによると、予算値に対する実際値のズレは 10％
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以下に収まっているとする回答が過半数を超えている（176 件、回答全体の 57.7％）。そして、

10％超、20％、30％、40％とズレの幅が大きくなるにつれて選択回答件数は減少していく。

回答の件数とその割合を確認すると、10％超から 20％以下では 83 件の回答があり全体の

27.2％である。20％超から 30％以下では 31 件の回答で 10.2％、30％超から 40％以下では 9

件の回答で 3.0％、40％超から 50％以下は 1 件、0.3％であった。50％を超えると、回答件

数がやや増加して、5 件、1.6％となる。 

 

表５ 予算値と実績値の差の程度 

範 囲 件数 割合(％) 

10％以下 176 57.7 

10％超 20％以下 83 27.2 

20％超 30％以下 31 10.2 

30％超 40％以下 9 3.0 

40％超 50％以下 1 0.3 

50％超 5 1.6 

合計 305 100.0 

      （注） 集計可能な調査票 326 件、有効回答 305 件、欠損値 21 件、単一回答。 

 

 以上のような結果となったが、予算値と実際値が食い違うことはほとんどない、あるいは

頻繁に食い違うなどの頻度を表す表現の違いに対して、それぞれの回答者が何％の差を想定

して回答しているのか、表 6 に表 4 と表 5 の関係を対応表にして示している。件数のほか、

調整済み残差も示している。調整済み残差が絶対値にして 1.96 以上の箇所について、正の

値であれば該当する列項目と行項目が同時に選択される傾向にあるところであり、負の値で

あれば同時に選択されることが少ないところである。 

 

表６ 予算値と実績値が大きく食い違う場合、その頻度と差の程度の関係 

       予算値と実績値の 

           差の程度 

予算値と実績値 

が大きく食い違う頻度 

10％以下 
10％超 

20％以下 

20％超 

30％以下 

30％超 

40％以下 

40％超 

50％以下 
50％超 行合計 

ほとんどない 
件数 123 13 3 0 0 0 139 

調整済み残差 10.0 -6.4 -4.3 -2.8 -0.9 -2.1  

しばしばある 
件数 46 59 20 7 1 4 137 

調整済み残差 -7.7 5.6 2.3 2.0 1.1 1.6  

頻繁にある 
件数 3 9 4 1 0 0 17 

調整済み残差 -3.4 2.4 1.9 0.7 -0.2 -0.5  
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ほぼ毎回食い

違う 

件数 3 2 4 1 0 1 11 

調整済み残差 -2.1 -0.7 2.9 1.2 -0.2 2.0  

 列合計 175 83 31 9 1 5 
304 

304 

 （注） カイ 2 乗値 115.291、自由度 15、有意確率 0.000。 

 

 表6から予算値と実際値が大きく食い違う頻度について「ほとんどない」と回答されると

きは、そのほとんどが10％以下の差異を想定していることがわかる（123件、調整済み残差 

10.0）。食い違うことがほとんどないと回答されるときに、10％以上の差が回答されること

は極めて少なく（調整済み残差が負の値）、また、30％以上の差があると答えた回答者はいな

かった。次に、予算値と実際値が大きく食い違うことが「しばしばある」というときは、10％

超から20％以下、20％超から30％以下、30％超から40％以下という広い範囲の差が選択され

る傾向が見られた。この中でも最も回答が集まったのは10％超から20％以下の区分である

（59件、調整済み残差 5.6）。差が生じることがしばしばあると回答されるとき、その差が10％

以下と想定される傾向は小さかった（46件、調整済み残差 -7.7）。回答者が「しばしばある」

と答えるときは、差異は10％超であると考えてよいといえる。さらに、40％超の差異が大き

いものを選択しているのは、食い違う頻度が「しばしばある」と答えた法人に集まっている。

40％超から50％以下の1件 、および50％超は 5件 中 4件 が、差が生じることが「しばしばあ

る」ときの回答である。 

 同様に「頻繁にある」と回答されたケースでも、回答件数自体が少数であるが、選択の傾

向を見ると、「しばしばある」と同じく 10％超から 20％以下の差が選択されることが多くな

っている（9 件、調整済み残差 2.4）。なお、頻繁にあるという回答で、40％超の差を答えた

ものはゼロである。最後に、「ほぼ毎回食い違う」と回答されるときは、20％超 30％以下の

差が選択されることが多かった（4 件、調整済み残差 2.9）。 

 

 

Ⅲ 組織目的および事業目標の達成度の評価 

 事業計画（予算）の結果について評価する過程の中で、組織目的および事業計画の目標の

達成度はいかにして評価されているのだろうか。目的を評価するとは、目的が達成されたか

どうか、その目的達成度について判断するということであり、これは、製品やサービスなど

の組織が生み出しているアウトプットと目的とを対比することによって行われる。アウトプ

ットから得られた結果の有効性を判断することでもあり、アウトプットの良し悪し（製品や
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サービス活動によってもたらされた結果が良かったか悪かったか）について、良かったとすれば、

それは目的を達成したと判断されたことになるし、悪かったとすれば、達成できなかったと

いうことになる。なお、ここでいう目的は組織の設立目的であり、最終目的である。組織目

的・最終目的は抽象的表現がとられることも多く、実際には直接対比させるのではなく、目

的に対する個々の事業計画の目標を手段として選択実行することによって、事業計画の目標

（事業目標）とアウトプットの対応を考えていく必要がある。組織目的・最終目的に対して、

選択された個々の事業計画を実行し、その目標を達成することによって、最終目的の達成を

図っていく。したがって、目的達成度の評価とは、個々の事業計画の目標とアウトプットと

の対比を繰り返して、事業計画の目標を達成していくことに他ならない。 

 ここで、非営利組織において目的が達成されたかどうか、目的達成度を評価する過程には

難しい課題が伴うと指摘しておかなければならない。それはアウトプットがサービスである

ということもさることながら、目的達成度（有効性）を測定する尺度を容易に決定すること

ができない点にある。営利組織で考えてみると、現代社会では多元的目標を掲げているケー

スもあるが、長期的にみても短期的にみても第一に利益目標が設定されるのが通常である。

一方、非営利組織では、利益を事業計画の目標として最優先に置き、統一的な尺度として利

用することが容易ではない。利益が必要なのは言うまでもないが、仮に置いたとしても、利

益目標が達成されていることでもって目標・目的が達成されたとは言えないところがある。

高い利益が出ているからといって、非営利組織のアウトプットの結果が良かった（有効であ

る）とは言えないし、逆に利益が低かったからといって、非営利組織のアウトプットの結果

が悪かった（有効ではない）とも言えないのである。また、目標として回数や時間をおいたと

してもそれは代替的手段に過ぎず、自ずと目的・目標は文章で記述された記述目標となる。 

 

（１） 目的達成度の評価 

 このように難しい側面はあるが、非営利組織における目的達成度（有効性）の評価を避け

ることもできない。ここでは、目的達成度を考える一つの視点として、予算という切り口か

らみたときどのような判断がなされているか考察したい。表 7 は、「予算の何をもって、ど

のようにして判断すれば、組織目的および事業計画の目標が達成されたと考えるか」という

設問の回答を纏めたものである。予算という経営管理上の視点を取り入れることによって、

目的達成度の評価を考察する一助になるとものと考えている。 
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表７ 予算による組織目的・事業計画の目標の達成度の評価（予算による目的達成度の評価） 

内 容 件数 割合(％) 

予算値と実際値を比較して、その差異が許容範囲にあれば事業が

適切に実施できたのであるので、当然、組織目的および事業計画

の目標が達成されているはずである。 

241 77.0 

非営利組織といえども利益がなければ、組織維持が図れないので

あるから、予算の達成は組織目的の達成といえる。 
99 31.6 

予算は単に収益性を測定しているにすぎない。組織目的の達成は

利用者アンケートの結果から判断する以外には手がない。 
35 11.2 

年度末に経費支出が集中している場合は、正当な理由がなけれ

ば、効率的な運営とはいえず、また、組織目的および事業計画の

目標も達成されているとは言えない。 

29 9.3 

その他 8 2.6 

 （注） 集計可能な調査票 326 件、有効回答 313 件、欠損値 13 件、制限なしの複数回答。表中の

割合は、有効回答 313 件に占める各項目件数の割合である。 

 

 表 7 では、まず、「予算値と実際値を比較して、その差異が許容範囲にあれば事業が適切

に実施できたのであるので、当然、組織目的および事業計画の目標が達成されているはずで

ある」という選択肢に 241 件、77％の回答が集まった。予算値と実際値の対比させることに

よって事業計画が確実に実行されたことでもってその目標も達成されたと判断するという

内容である。もちろん、計画が実行されたことが、すなわちアウトプットの結果の良し悪し

を保証するものではないが、予算という視点を置くとすれば、このような判断になるのでは

ないか、ということである。何よりも計画通りに事が進んだことを目的達成度の評価におい

て優先する。予算と決算の対比および予算差異分析は、予算管理の手法として大変広く知ら

れており、明確でわかりやすいという利点もある。 

 予算値と実際値の比較という場合、目的達成度を判断する前提となる差異の許容範囲が気

になるところであるので、前出の表 4「予算値と実績値が大きく食い違う頻度」および表 5

「予算値と実績値の差の程度」との関係をそれぞれ確認しておきたい。表 8 に差異が生じる

頻度との関係（表 4 と表 7 の関係）を集約したが、「予算値と実際値を比較して、その差異が

許容範囲にあれば事業が適切に実施できたのであるので、当然、組織目的および事業計画の

目標が達成されているはずである」を目的達成度の評価として考えている法人では、予算値

と実際値の差異が生じる頻度が高いか低いかによって大きな違いはなかった。どの頻度区分

についても各区分合計のおおよそ 7 割程度がこの選択肢を選択していることがわかる。 

 具体的には、差異が生じる頻度は「ほとんどない」を選択した回答者のうち、「予算値と

実際値を比較して、その差異が許容範囲にあれば事業が適切に実施できたのであるので、当
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然、組織目的および事業計画の目標が達成されているはずである」という目的達成度の評価

を回答しているのは 78.4％であり、同じく「しばしばある」という区分の中で当該目的達成

度の評価を選択しているのは 75.4％、「頻繁にある」も 76.5％、「ほぼ毎回食い違う」も

72.7％であった。 

 

表８ 「予算値と実績値の差異が生じる頻度」と 

「予算による目的達成度の評価」の関係 

予算による組織目的 

・事業計画の目標 

の達成度の評価 

（目的達成度 

の評価） 

 

 

 

 

予算と実績値が 

大きく食い違う頻度 

予算値と実際値

を比較して、そ

の差異が許容範

囲にあれば事業

が適切に実施で

きたのであるの

で、当然、組織

目的および事業

計画の目標が達

成されているは

ずである。 

非営利組織とい

えども利益がな

ければ、組織維

持が図れないの

であるから、予

算の達成は組織

目的の達成とい

える。 

予算は単に収益

性を測定してい

るにすぎない。

組織目的の達成

は利用者アンケ

ートの結果から

判断する以外に

は手がない。 

年度末に経費支

出が集中してい

る場合は、正当

な理由がなけれ

ば、効率的な運

営とはいえず、

また、組織目的

および事業計画

の目標も達成さ

れているとは言

えない。 

その他 行合計 

ほとんどない。 116 41 13 14 4 148 

 (78.4) (27.7) (8.8) (9.5) (2.7)  

しばしばある。 101 47 20 12 4 134 

 (75.4) (35.1) (14.9) (9.0) (3.0)  

頻繁にある。 13 6 1 1 0 17 

 (76.5) (35.3) (5.9) (5.9) (0.0)  

ほぼ毎回食い違う。 8 4 1 2 0 11 

 (72.7) (36.4) (9.1) (18.2) (0.0)  

その他 1 0 0 0 0 1 

 (100.0) (0.0) (0.0) (0.0) (0.0)  

列合計 239 98 35 29 8 311 

 （注） 「予算値と実績値が大きく食い違う頻度」と「予算による組織目的・事業計画の目標の達

成度の評価（目的達成度の評価）」のクロス集計。集計可能な調査票 326 件、クロス集計の有

効回答 311 件、欠損値 15 件。また、（ ）内は各行項目の合計を 100 としたときの割合（％）

である。 

 

 次に、予算値と実際値の差異と目的達成度の評価との関係（表 5 と表 7 の関係）を表 9 に纏

めている。差異の程度が 10％以下、および 10％超から 20%以下、20％超から 30%以下、30％

超から 40％以下であると回答された各差異区分の合計件数のうち、おおよそ 75％から 85％

程度が「予算値と実際値を比較して、その差異が許容範囲にあれば事業が適切に実施できた

のであるので、当然、組織目的および事業計画の目標が達成されているはずである」という

目的達成度の評価を選択している。40％超 50％以下はもともと 1 件しかないがその 1 件が、

さらに 50％超は 5 件中 3 件が当該目的達成度の評価方法を選択している。 

 「予算値と実際値を比較して、その差異が許容範囲にあれば事業が適切に実施できたので
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あるので、当然、組織目的および事業計画の目標が達成されているはずである」という目的

達成度の評価によれば、差異の許容範囲にもよるが、予算値と実際値の差が開くほど目的の

達成から遠ざかっていくことになる。差異の程度が大きく生じる法人ほど、当該目的達成度

の評価を選択しないものと予想していたが、差異幅が大きい法人でも小さい法人でも目立っ

た変化はなかった。各法人で生じる差異額が、それぞれの許容範囲内に収まっているかは不

明であるが、予算に対して高い割合の差異が生じている法人では、当該評価尺度では目的は

達成されなかった（事業計画の目標は達成されなかった）と判断される可能性が高いというこ

とになる。 

 

表９ 「予算値と実績値の差の程度」と「予算による目的達成度の評価」の関係 

予算による組織目的 

・事業計画の目標 

の達成度の評価 

（目的達成度 

の評価） 

 

 

 
 

予算値と実績値の 

差の程度 

予算値と実際値

を比較して、そ

の差異が許容範

囲にあれば事業

が適切に実施で

きたのであるの

で、当然、組織

目的および事業

計画の目標が達

成されているは

ずである。 

非営利組織とい

えども利益がな

ければ、組織維

持が図れないの

であるから、予

算の達成は組織

目的の達成とい

える。 

予算は単に収益

性を測定してい

るにすぎない。

組織目的の達成

は利用者アンケ

ートの結果から

判断する以外に

は手がない。 

年度末に経費支

出が集中してい

る場合は、正当

な理由がなけれ

ば、効率的な運

営とはいえず、

また、組織目的

および事業計画

の目標も 

達成されている

とは言えない。 

その他 行合計 

10％以下 128 53 18 17 6 168 

 (76.2) (31.5) (10.7) (10.1) (3.6)  

10％超 20％以下 61 30 11 9 1 82 

 (74.4) (36.6) (13.4) (11.0) (1.2)  

20％超 30％以下 25 9 2 3 1 30 

 (83.3) (30.0) (6.7) (10.0) (3.3)  

30％超 40％以下 7 2 1 0 0 8 

 (87.5) (25.0) (12.5) (0.0) (0.0)  

40％超 50％以下 1 0 0 0 0 1 

 (100.0) (0.0) (0.0) (0.0) (0.0)  

50％超 3 0 2 0 0 5 

 (60.0) (0.0) (40.0) (0.0) (0.0)  

列合計 305 94 34 29 8 294 

 （注） 「予算値と実績値の差の程度」と「予算による組織目的・事業計画の目標の達成度の評価

（目的達成度の評価）」のクロス集計。集計可能な調査票 326 件、クロス集計した場合の有

効回答 294 件、欠損値 32 件。また、（ ）内は各行項目の合計を 100 としたときの割合（％）

である。 

 

 では、表 7「予算による組織目的・事業計画の目標の達成度の評価（目的達成度の評価）」

に戻って予算による組織目的・事業計画の目標の達成度の評価の続きを考察したい。既に示

したように第 1 順位の回答は、「予算値と実際値を比較して、その差異が許容範囲にあれば
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事業が適切に実施できたのであるので、当然、組織目的および事業計画の目標が達成されて

いるはずである」であった。続く第 2 順位の回答は、「非営利組織といえども利益がなけれ

ば、組織維持が図れないのであるから、予算の達成は組織目的の達成といえる」という選択

肢で 99 件、31.6％であった。いわゆる利益尺度による目的達成度の評価である。非営利組

織では設立の趣旨からして利益尺度が第 1 に優先される目標として設定されない、あるいは

利益尺度によって目的達成度を判断することが容易ではないことを述べたが、現実には利益

尺度による目的達成度の評価が行われることも考えられる。この判断によると、事業計画を

実行する優先的目標は利益を獲得することとなるが、予算という視点でもって目的達成度を

評価するとすれば、利益目標を有効に利用することになるのではないかという主張である。 

 第 3 順位は「予算は単に収益性を測定しているにすぎない。組織目的の達成は利用者アン

ケートの結果から判断する以外には手がない」という目的評価で、35 件、11.2％の回答が集

計されている。利用者の満足度を知るためのアンケート調査では頻繁に見られる光景である。

表 7 の選択肢項目を作成した時点では、本選択肢が回答の大きな割合を占めるのではないか

と考えていたが、予想に反して 10％程度の選択割合となった。 

 ここで、満足度によって目的達成度を評価することが妥当かどうかについて若干言及して

おきたい。サービスの利用者は、それぞれ個人的な欲求と必要性によってサービスを利用し

ている。この各人の欲求水準を基準にして、利用者個人の主観的な判断が示されるのが満足

度である。利用者個人の主観的判断である満足度はアンケート調査などによって一応の情報

収集ができたとしても、そもそもの組織目的・事業計画の目標と満足度との間に直接的な因

果関係がないため、目的・目標のもとで満足度を測定評価する難しさが生じる。組織目的は

組織を設立した目的・最終目的であり、目標とは個々の事業計画の目標である。もし直接的

な因果関係があれば、たとえば教育サービスであれば、満足度が高く表示されればされるほ

ど（利用者がサービスの結果に満足していると表明すればするほど）、サービス提供（アウトプット）

の結果について、教育の最終目的、個別教育目標が常に達成され、教育成果が向上していく

ことになる。ところが、満足度という個人の主観的判断は、その元となる各人の意欲も含め

た欲求水準の高低とともに、学習内容の水準、難易度、求められる学習時間などのレベルな

どによっても微妙に変化する。利用者が満足していると認識しているからといって、教育目

標、教育の最終目的が必ず達成できているかというと、そうでないこともあるし、満足度と

して集計された、例えばアンケート数値が芳しくないとしても教育目標に掲げた成果が達成

されていることもあろう。 



16 

 

 目的・目標の評価（目的達成度の評価）は、あくまでも目的を達成するために生産されたア

ウトプットとの対応関係で判断されるものである。すなわち目的を達成するための手段とし

て選択された事業計画について、その目標とアウトプットの結果を突き合わせて、目的・目

標の達成度を判断する。満足度との繋がりを考えるとすれば、目的が達成されたときに、そ

の期間にサービスを受けた利用者は満足しているはずであると思料することはできる。必要

であれば実際にアンケートを取って、利用者の意見や感想を聴取すればよい。目的達成度の

評価のもとでの利用者満足度は、この対応を見る以外に方法がないという場合において、そ

の限界を受け入れた上でのひとつの指針となる評価方法とでも言えようか。 

 表 7 で第 4 順位の回答は、「年度末に経費支出が集中している場合は、正当な理由がなけ

れば、効率的な運営とはいえず、また、組織目的および事業計画の目標も達成されていると

は言えない」という内容で、29 件、9.3％であった。支出予算の執行が予算期間を通して平

準化されていることを重要視する方法である。年度末に多額の支出があれば、年度途中で計

画通りに事業計画が実行されなかったことを意味すると見做して、これを理由に事業計画の

目標も達成できなかったとみる。これについても一つの指標にはなるが、アウトプットであ

るサービスの結果がどうであったかについての視点は入ってこない。 

 なお、Ⅰの表１で示した「事業活動（予算）の結果に関する理事会討議資料（内部報告資

料）の表示形態」の中に、「組織目的および事業計画の目標が達成されたかについて、まず理

事長が口頭で所感（主観的判断）を示す」という組織目的、事業計画の目標の達成に関する項

目があった（78 件、24.2％）。この 78 の法人が、本章の表 7 の目的達成度の評価についてど

の選択肢項目を回答しているか、両者をクロス集計した際の件数を示しておく(4)。表 1 で「組

織目的および事業計画の目標が達成されたかについて、まず理事長が口頭で所感（主観的判

断）を示す」を理事会討議資料の表示形態として選択した法人について、表 7 の予算からみ

た目的達成度の評価の中で「予算値と実際値を比較して、その差異が許容範囲にあれば事業

が適切に実施できたのであるので、当然、組織目的および事業計画の目標が達成されている

はずである」を同時選択しているのは 75 件中 63 件であり、「非営利組織といえども利益が

なければ、組織維持が図れないのであるから、予算の達成は組織目的の達成といえる」を選

択したのは 75 件中 28 件である。続いて「予算は単に収益性を測定しているにすぎない。組

織目的の達成は利用者アンケートの結果から判断する以外には手がない」を選択したのは 75

件中 5 件、最後に「年度末に経費支出が集中している場合は、正当な理由がなければ、効率

的な運営とはいえず、また、組織目的および事業計画の目標も達成されているとは言えない」
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は 75 件中 9 件であった。 

 また、表 7 は、制限なしで複数選択が可能な設問であった。予算という視点から見た目的

達成度の評価として該当するものをすべて選んでもらったわけであるが、集計結果をみると

単一回答が多く、複数を回答した法人は少なかった。選択肢は 4 つ用意していたので 2 つ選

ぶとすれば組み合わせは 6 通りあるが、そのうち 4 通りの組み合わせすべてについて調整済

み残差の符号はマイナスであった(5)。2 つの選択肢が同時選択されることは大変に少ないと

いえる。また、3 つ選択していたのは 7 法人のみであった。表 10 に、予算による目的達成度

の評価（予算による組織目的・事業計画の目標の達成度の評価）についてクロス集計した件数を

纏めておく。 

 

表 10 予算による目的達成度の評価の組み合わせ 

予算による組織目的・ 

事業計画の目標の達 

成度の評価（目的 

達成度の評価） 

 

 

 

 
予算による組織目 

的・事業計画の目標 

の達成度の評価（目的 

達成度の評価） 

予算値と実際

値 を 比 較 し

て、その差異

が許容範囲に

あれば事業が

適切に実施で

きたのである

ので、当然、組

織目的および

事業計画の目

標が達成され

ているはずで

ある。 

非営利組織と

いえども利益

がなければ、

組織維持が図

れないのであ

るから、予算

の達成は組織

目的の達成と

いえる。 

予算は単に収

益性を測定し

ているにすぎ

ない。組織目

的の達成は利

用者アンケー

トの結果から

判断する以外

に は 手 が な

い。 

年度末に経費

支出が集中し

て い る 場 合

は、正当な理

由 が な け れ

ば、効率的な

運営とはいえ

ず、また、組織

目的および事

業計画の目標

も達成されて

いるとは言え

ない。 

その他 行合計 

予算値と実際値を比較して、

その差異が許容範囲にあれば

事業が適切に実施できたので

あるので、当然、組織目的およ

び事業計画の目標が達成され

ているはずである。 

 66 10 13 3 241 

非営利組織といえども利益が

なければ、組織維持が図れな

いのであるから、予算の達成

は組織目的の達成といえる。 

66  3 8 0 99 

予算は単に収益性を測定して

いるにすぎない。組織目的の

達成は利用者アンケートの結

果から判断する以外には手が

ない。 

10 3  2 1 35 

年度末に経費支出が集中して

いる場合は、正当な理由がな

ければ、効率的な運営とはい

えず、また、組織目的および事

業計画の目標も達成されてい

るとは言えない。 

13 8 2  0 29 

その他 3 0 1 0  8 

列合計 241 99 35 29 8 
313 

313 

（注） 集計可能な調査票 326 件、有効回答 313 件、欠損値 13 件、制限なしの複数回答。 
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（２） 事業計画の目標を達成するための働きかけ（動機付け） 

 予算から見た目的達成度の評価について示してきた。この目的達成度の評価を受けて、目

標を達成するために、事業計画を実行する側である従業員に対して何らかの働きかけが行わ

れているか、また目的達成度を評価する視点がどこにあるかによってその働きかけに変化が

生じるかについて考察したい。表 11 に、「従業員の行動を目標へ向けて方向づけるために、

どのような働きかけ（動機づけ）をしているか」という設問の集計結果を示している。 

 

表 11 事業計画の目標を達成するための働きかけ（動機づけ） 

内 容 件数 割合(％) 

従業員教育（研修会・新人教育） 203 67.0 

職務規定の整備 132 43.6 

昇進・昇給制度の透明化 78 25.7 

勤続年数によって表彰する。 74 24.4 

報奨金制度の採用 22 7.3 

熟練度・技術レベル・知識レベルによって表彰する、もし

くは資格を付与する。 
20 6.6 

その他 27 8.9 

 （注） 集計可能な調査票 326 件、有効回答 303 件、欠損値 23 件、制限なしの複数回答。表中の割合

は、有効回答 303 件に占める各項目件数の割合である。 

 

 もっとも多く行われているのが「従業員教育（研修会・新人教育）」であり 203 件、全体の

67.0％の回答を集めた。次に多かったのが「職務規定の整備」という働きかけで 132 件、

43.6％である。この 2 項目は、事前の教育および全社的な規定の整備であるが、第 3 位以下

は、昇進、昇給、表彰、報奨など、従業員個人の努力の結果に対して直接報いる動機付け項

目である。「昇進・昇給制度の透明化」が 78 件で 25.7％、「勤続年数によって表彰する」が

74 件、24.4％、「報奨金制度の採用」が 22 件、7.3％、「熟練度・技術レベル・知識レベルに

よって表彰する、もしくは資格を付与する」が 20 件、6.6％であった。 

 その他が 27 件あるが、このうち 3 件は特に何もしていないという回答であった(6)。この

3 件は回答記述の通りにその他に集計しているが、従業員に対する働きかけが何も行われて

いない場合は、通常は無回答として提出されるので、その多くは欠損値の中に含められてい

る。またその他 27 件のうち、7 件は記述内容からして選択肢項目のいずれかに分類できるの

ではないかと思われるものであった。具体的には昇進・昇給に関する人事評価制度がある（手

当、賞与の支払いを含む）が 5 件、および表彰・褒章制度がある、という内容が 2 件あった。
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したがって実質的なその他件数は 17 件ほどであるが、その内訳は、ミーティング・定例会

議・中長期経営計画会議（従業員参加）等を実施している 6 件、目標管理制度がある 5 件、経

営者層が会議・朝礼などで訓示する 2 件、検討したいが財源不足 1 件、業務標準化 1 件、他

の組織と兼務しているため専従従業員なし 1 件、母体企業で優遇する 1 件、である。 

 次に、予算という視点からみた目的達成度の評価方法の違いによって、従業員への働きか

けに違いが生じるか確認したところ（表 7 と表 11 の関係）、表 12 に示したように、「非営利組

織といえども利益がなければ、組織維持が図れないのであるから、予算の達成は組織目的の

達成といえる」という目的達成度の評価についてのみ選択の傾向に特徴が出ていた。目的達

成度の評価に利益尺度を用いる視点であるが、この場合についてのみ、事業計画の目標を達

成するために「昇進・昇給制度の透明化」「勤続年数によって表彰する」「報奨金制度の採用」

「熟練度・技術レベル・知識レベルによって表彰する、もしくは資格を付与する」という働

きかけ（動機付け）項目を同時選択する傾向が見られた。これらは、昇進、昇給、表彰、報奨

など、従業員個人の努力に対する働きかけ（動機づけ）項目である。非営利組織において利益

尺度を強調する良し悪しに議論はあろうが、利益という視点を置くことによって、積極的に

従業員の行動を目標に向けて方向づけようとする、経営者層のモチベーションも上げている

のかもしれない。 

 

表 12 「予算による目的達成度の評価」と 

「目標を達成するための働きかけ（動機づけ）」の関係 

予算による組織目的・事業計画の目標の達成

度の評価（目的達成度の評価） 

調整済み

残差 

「事業計画の目標を達成するための働

きかけ（動機づけ）」のうち関係のあ

る項目 

予算値と実際値を比較して、その差異が許容

範囲にあれば事業が適切に実施できたのであ

るので、当然、組織目的および事業計画の目

標が達成されているはずである。 

  

なし 

非営利組織といえども利益がなければ、組織

維持が図れないのであるから、予算の達成は

組織目的の達成といえる。 

正 

2.7 昇進・昇給制度の透明化 

2.0 勤続年数によって表彰する。 

2.2 報奨金制度の採用 

2.7 
熟練度・技術レベル・知識レベルによっ

て表彰する、もしくは資格を付与する。 

予算は単に収益性を測定しているにすぎな

い。組織目的の達成は利用者アンケートの結

果から判断する以外には手がない。 

  

なし 

年度末に経費支出が集中している場合は、正

当な理由がなければ、効率的な運営とはいえ

ず、また、組織目的および事業計画の目標も

達成されているとは言えない。 

  

なし 

 （注） 「予算による組織目的・事業計画の目標の達成度の評価（目的達成度の評価）」と「事業計画

の目標を達成するための働きかけ（動機づけ）」の各選択肢をそれぞれに対応させて関係がある



20 

 

と認められたもの（調整済み残差が絶対値で 1.96 以上のもの）を示す。集計可能な調査票 326

件、クロス集計時の有効回答 294 件、欠損値 32 件、関係のある各組み合わせのカイ 2 乗値、自

由度、有意確率を順に示す。 

・「非営利組織といえども利益がなければ、組織維持が図れないのであるから、予算の達成は組織目

的の達成といえる」と「昇進・昇給制度の透明化」…7.328、1、0.007。 

・「非営利組織といえども利益がなければ、組織維持が図れないのであるから、予算の達成は組織目

的の達成といえる」と「勤続年数によって表彰する」…3.942、1、0.047。 

・「非営利組織といえども利益がなければ、組織維持が図れないのであるから、予算の達成は組織目

的の達成といえる」と「報奨金制度の採用」…4.996、1、0.025。 

・「非営利組織といえども利益がなければ、組織維持が図れないのであるから、予算の達成は組織目

的の達成といえる」と「熟練度・技術レベル・知識レベルによって表彰する、もしくは資格を付

与する」…7.080、1、0.008。 

 

 

Ⅳ 執行されなかった予算 

 予算期間終了後、予算と決算の対比、予算差異分析、目的達成度の評価など様々な報告・

分析および評価が行われるが、そもそも予算が執行されなかった場合はどうなるのであろう

か。執行されなかった（支出されなかった）予算があった場合、次年度に向けてどのようなフ

ィードバック情報が送られていくのか、その対応について述べていく。 

 

(１) 執行されなかった予算があった場合の対応 

 表 13 は、執行されなかった予算があった場合に次年度以降の予算編成に影響するかどう

か、その対応として選択回答されたものを集計した結果である。表からわかるように、未執

行の予算に対する対応として過半数を超える回答はなかった。もっとも多く選ばれたのは

「連続して数年間（2～3 年）執行されない場合は、事業計画全体を見直す」という対応で、

138 件、全体の 44.8％である。執行されなかった予算の割合にもよるであろうが、次年度予

算にすぐに反映させるということではなく、数年はそのまま据え置いてひとまず様子を見る

ということである。2 番目に多かった回答は、「該当部門の責任者が面談を受け、特に問題が

なければ事業は継続される」という対応で、89 件、28.9％である。部門責任者の面談をして

未執行となった原因が探られる。問題がなかった場合というのは、執行されなかった原因が

明らかな場合、あるいは調査で判明した場合などでその是正対応が可能な軽微なケースを含

んでいる。なお、これらの第 1 順位と第 2 順位の対応を両方とも選択した法人は 33 件あっ

た。 
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表 13 執行されなかった予算があった場合の対応 

内 容 件数 割合(％) 

連続して数年間（2～3 年）執行されない場合は、事業計画

全体を見直す。 
138 44.8 

該当部門の責任者が面談を受け、特に問題がなければ事業

は継続される。 
89 28.9 

未執行の予算がある場合、次年度予算からカットする。 51 16.6 

未執行の予算を次年度カットすると、年度内に無理に使い

切ろうとするので、特に問題としない。 
50 16.2 

理事長（会長）の判断に任せる。 44 14.3 

理由書の提出を求められる。 9 2.9 

建物および周辺等の美化に使用する。 7 2.3 

その他 30 9.7 

 （注） 集計可能な調査票 326 件、有効回答 308 件、欠損値 18 件、制限なしの複数回答。表中の割

合は、有効回答 308 件に占める各項目件数の割合である。 

 

 第 3 順位は「未執行の予算がある場合、次年度予算からカットする」という対応であり、

逆に第 4 順位には「未執行の予算を次年度カットすると、年度内に無理に使い切ろうとする

ので、特に問題としない」という相反する対応が並んでいる。それぞれ 51 件（16.6％）、50

件（16.2％）とほぼ同数の回答件数となった。両者は全く反対の対応であるが、同時選択し

ている法人も 3 件あった。残りは、「理事長（会長）の判断に任せる」が 44 件で 14.3％、「理

由書の提出を求められる」が 9 件で 2.9％、「建物および周辺等の美化に使用する」が 7 件で

2.3％である。 

 その他が 30 件と多くなっているが、どのような記述があったか示しておく。その他の中

で多かったのは「執行されなかった理由を明らかにして、次年度予算でカットするか、その

まま据え置くかの判断をする」という内容で、12 件あった。次年度カットすることもあるし、

カットしないこともあるということである。次に「未執行の予算があっても次年度の予算編

成に影響しない」という内容が 6 件あった。これは、単年度予算のため未執行があっても次

年度に影響しない、またゼロベースで予算編成するため影響しない、ということであった。

さらに、「前年度実績に基づいて次年度予算を編成する、未執行の予算があれば次年度見直

す（カットする）」という内容が 4 件、そのほか「事業経費として使う」1 件、「施設及び設備

の修繕に使用する」1 件である。なお、執行されなかった予算はない、という記述も 4 件あ

った。その他欄に記述があったものは調査票通りに集計しているが、執行されない予算はな

いという法人の多くは、無回答（該当なし）として提出されていることを付言しておく。 

 さて、先にⅠの（2）において、事業活動の実行段階のチェック体制からみた理事会討議資
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料の表示形態に言及したが、ここで再度、事業活動のチェック体制（予算に沿って活動が実行

されているかチェックする管理責任者、および月次・年次の頻度）によって、事業活動の結果の評

価の際に、未執行の予算に対する次年度予算へのフィードバック対応に変化があるか、明ら

かにしておきたい。表 14 に、両者をクロス集計して特徴がみられた項目（調整済み残差が絶

対値で 1.96 以上のもの）を示している。 

 

表 14 「事業活動のチェック体制」と「執行されなかった 

予算があった場合の対応」の関係 

事業活動のチェック体制（予算に沿って活動

が実行されているかチェックする管理責任者

および頻度） 
調整済み 

残差 

関連する「執行されなかった予算が

あった場合の対応」 
管理責任

者 
チェック
の頻度 内 容 

部門管

理者 
月次 

各部門管理者が月次で予

算と実際を比較して、部

門活動を管理している。 

正 2.5 
該当部門の責任者が面談を受け、特に

問題がなければ事業は継続される。 

担当 

理事 
月次 

予算担当者が月次で各部

門から実際値を収集・要

約して担当理事に報告す

る。 

正 2.2 
連続して数年間（2～3 年）執行されな

い場合は、事業計画全体を見直す。 

理事会 年次 

予算担当者が年次で実際

値を収集し、決算書類と

して予算決算値比較表を

理事会に報告するだけで

ある。 

正 2.5 理事長（会長）の判断に任せる。 

外部専

門家 

年次 

（随時） 

理事長が外部専門家に予

算値と決算値との比較検

討を委嘱して、次年度の

参考にするのみである。 

  なし 

（注） 「事業活動のチェック体制（予算に沿って活動が実行されているかチェックする管理責任者お

よび頻度）」と「執行されなかった予算があった場合の対応」の各選択肢をそれぞれに対応させ

て関係があると認められたもの（調整済み残差が絶対値で 1.96 以上のもの）を示す。各組み合

わせのカイ 2 乗値、自由度、有意確立を順に示す。 

・「各部門管理者が月次で予算と実際を比較して、部門活動を管理している」と「該当部門の責任者

が面談を受け、特に問題がなければ事業は継続される」…6.268、1、0.012。 

・「予算担当者が月次で各部門から実際値を収集・要約して担当理事に報告する」と「連続して数年

間（2～3 年）執行されない場合は、事業計画全体を見直す」…4.833、1、0.028。 

・「予算担当者が年次で実際値を収集し、決算書類として予算決算値比較表を理事会に報告するだけ

である」と「理事長（会長）の判断に任せる」…6.201、1、0.013。 

 

 まず、部門管理者が月次のタイミングで予算の執行状況をチェックしている（各部門管理

者が月次で予算と実際を比較して、部門活動を管理している）というチェック体制では、予算期

間終了時に未執行の予算があった場合、「該当部門の責任者が面談を受け、特に問題がなけ

れば事業は継続される」という選択をする傾向が強くなっている。表 13 でいうと、未執行
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予算への対応としては 2 番目に選択割合が多かった回答である。次に、管理責任者が担当理

事で、月次で執行状態をチェックしている（予算担当者が月次で各部門から実際値を収集・要約

して担当理事に報告する）というチェック体制を採っている法人では、執行されなかった予算

があった場合、それが「連続して数年間（2～3 年）執行されない場合は、事業計画全体を見

直す」という回答を選択することが多くなっている。この回答は、表 13 ではもっとも選択

割合が高かった回答である。予算執行中に月次でチェックしているケースでは、未執行予算

の次年度対応として 2～3 年様子を見る、あるいは部門管理者と面談して執行中に何があっ

たかを聴取するなど改善が可能かを検討する、など事業を続ける方向で進められていくよう

である。 

 一方で、チェックの頻度が年次で、責任管理者が理事会になる（予算担当者が年次で実際値

を収集し、決算書類として予算決算値比較表を理事会に報告するだけである）と、予算期間終了後

の未執行予算への対応も「理事長（会長）の判断に任せる」という回答を選択する傾向にあ

ることがわかった。このケースであると、もともと事業活動の実行中には予算値と実績値の

細目チェックは行われないので、予算期間終了後に、年次決算報告（予算決算比較）と未執行

の予算報告が同時に行われるということになる。 

 

(２) 目的達成度の評価との関係 

 次に、目的の達成度をどのように評価するか、その方針・評価尺度の違いによって未執行

の予算があった場合の対応に変化が生じるかについて考えてみたい。目的達成度の評価と執

行されなかった予算への対応との間に特徴的な傾向が見られるか、クロス集計したものを表

15 に纏めている。表 15 の行項目は、予算による組織目的・事業計画の目標の達成度の評価

（目的達成度の評価）の視点であり、列項目は、執行されなかった予算があった場合の対応を

示す。表 15 について、特徴的な箇所を取り上げていく。まず、執行されなかった予算につ

いて「連続して数年間（2～3 年）執行されない場合は、事業計画全体を見直す」という対応

が選ばれるときの目的達成度の評価の視点がどこにあるかを確認すると、行項目では「年度

末に経費支出が集中している場合は、正当な理由がなければ、効率的な運営とはいえず、ま

た、組織目的および事業計画の目標も達成されているとは言えない」という目的達成度の評

価の選択割合（各行項目の合計に対する割合）が他の選択割合と比べて 63.0％と高くなってい

る。「年度末に経費支出が集中している場合は、正当な理由がなければ、効率的な運営とは

いえず、また、組織目的および事業計画の目標も達成されているとは言えない」という視点
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を目的達成度の評価に用いるケースでは、年度末まで未執行の予算があったとしても、慌て

て年内に支出するという行動は選択され難いであろう。そのため未執行があったとしても数

年間据え置いて様子を見るという対応が選択される傾向にあると考えられる。 

 

表 15 「予算による目的達成度の評価」と 

「執行されなかった予算があった場合の対応」との関係 

  執行されなかった

予算があった場合 

の対応 

 

 

 

予算による 

組織目的・事 

業計画の目標の 

達成度の評価（目 

的達成度の評価） 

連続して

数年間(2

～3 年)執

行されな 

い場合は、 

事業計画

全体を見 

直す。 

該当部門

の責任者

が面談を

受け、特

に問題が

なければ

事業は継 

続される。 

未執行の

予算があ

る場合、

次年度予

算からカ 

ットする。 

未執行の

予算を次

年度カッ 

トすると、 

年度内に

無理に使

い切ろう

とするの

で、特に

問題とし 

ない。 

理事長

（会長）

の判断 

に任せ 

る。 

理由書

の提出

を求め 

られる。 

建物お

よび周

辺等の

美化に

使用す 

る。 

その他 行合計 

予算値と実際値を比較

して、その差異が許容

範囲にあれば事業が適

切に実施できたのであ

るので、当然、組織目的

および事業計画の目標

が達成されているはず

である。 

111 63 39 35 34 6 5 18 229 

(48.5) (27.5) (17.0) (15.3) (14.8) (2.6) (2.2) (7.9) 
 

非営利組織といえども

利益がなければ、組織

維持が図れないのであ

るから、予算の達成は

組織目的の達成といえ

る。 

40 30 21 22 16 0 2 7 94 

(42.6) (31.9) (22.3) (23.4) (17.0) (0.0) (2.1) (7.4) 
 

予算は単に収益性を測

定 し て い る に す ぎ な

い。組織目的の達成は

利用者アンケートの結

果から判断する以外に

は手がない。 

13 10 5 9 2 1 1 4 34 

(38.2) (29.4) (14.7) (26.5) (5.9) (2.9) (2.9) (11.8) 
 

年度末に経費支出が集

中している場合は、正

当な理由がなければ、

効率的な運営とはいえ

ず、また、組織目的およ

び事業計画の目標も達

成されているとは言え

ない。 

17 8 3 6 2 2 1 1 27 

(63.0) (29.6) (11.1) (22.2) (7.4) (7.4) (3.7) (3.7) 
 

その他 
3 3 1 0 0 1 1 2 8 

(37.5) (37.5) (12.5) (0.0) (0.0) (12.5) (12.5) (25.0) 
 

列合計 133 87 51 50 43 9 7 27 
299 

299 

 （注） 集計可能な調査票 326 件、クロス集計時の有効回答 299 件、欠損値 27 件。（  ）内は各行項

目の合計に対する割合（％）である。 

 

 なお、未執行の予算への対応では、「未執行の予算を次年度カットすると、年度内に無理
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に使い切ろうとするので、特に問題としない」という年度末の使い切りを抑制する選択肢も

ある。行項目の目的達成度の評価「年度末に経費支出が集中している場合は、正当な理由が

なければ、効率的な運営とはいえず、また、組織目的および事業計画の目標も達成されてい

るとは言えない」と列項目の執行されなかった予算の対応「未執行の予算を次年度カットす

ると、年度内に無理に使い切ろうとするので、特に問題としない」の交点では 6 件選択され

ているが、このうち 5 件が列項目の「連続して数年間（2～3 年）執行されない場合は、事業

計画全体を見直す」を同時選択している。 

 次に、執行されなかった予算をカットする、あるいはカットしないという対照的な対応つ

いて、具体的には列項目の「未執行の予算がある場合、次年度予算からカットする」および

「未執行の予算を次年度カットすると、年度内に無理に使い切ろうとするので、特に問題と

しない」という対応がとられるときの目的達成度の評価に対する考え方を見ていきたい。ま

ず、目的達成度の評価（行項目）が「予算値と実際値を比較して、その差異が許容範囲にあ

れば事業が適切に実施できたのであるので、当然、組織目的および事業計画の目標が達成さ

れているはずである」であるとき、当該行項目の合計 229 件に対する割合を見ると、「未執

行の予算がある場合、次年度予算からカットする」という選択のほうが 39 件、17.0％とや

や多くなっている。 

 利益尺度を目的達成度の評価に取り入れる視点「非営利組織といえども利益がなければ、

組織維持が図れないのであるから、予算の達成は組織目的の達成といえる」（行項目）になる

と、列項目「未執行の予算がある場合、次年度予算からカットする」および「未執行の予算

を次年度カットすると、年度内に無理に使い切ろうとするので、特に問題としない」の選択

割合がほぼ等しくなる（それぞれ 21 件で 22.3％、22 件で 23.4％）。利益尺度を目的達成度の評

価の際に優先するときは、未執行の予算を次年度カットする法人とカットしない法人とに対

応が割れるようである。なお、利益尺度を選択している法人で、未執行の予算への対応とし

てカットする、カットしないという選択肢を両方とも選択している法人は 2 法人のみであ

り、どちらか一方を選択しているケースがほとんどである。 

 行項目「予算は単に収益性を測定しているにすぎない。組織目的の達成は利用者アンケー

トの結果から判断する以外には手がない」という目的達成度の評価の視点になると、選択割

合が逆転して、未執行予算をカットしないという選択肢である列項目「未執行の予算を次年

度カットすると、年度内に無理に使い切ろうとするので、特に問題としない」の方が、もう

一方の「未執行の予算がある場合、次年度予算からカットする」に比べて 9 件、26.5％とそ
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の割合が高くなっている。「未執行の予算がある場合、次年度予算からカットする」の選択

割合は 5 件、14.7％に下がっている。さらに、目的達成度の評価の 4 番目の項目である「年

度末に経費支出が集中している場合は、正当な理由がなければ、効率的な運営とはいえず、

また、組織目的および事業計画の目標も達成されているとは言えない」（行項目）についても

同じく、未執行予算があってもカットしないという選択肢「未執行の予算を次年度カットす

ると、年度内に無理に使い切ろうとするので、特に問題としない」の方が割合がもう一方よ

りも 6 件、22.2％と高くなっている。 

 執行されなかった予算をカットする、あるいはカットしないという対応では、このように

集計されたが、目的達成度の評価から見たこの対応選択の特徴について若干詳述しておく。

目的達成度の評価として「予算値と実際値を比較して、その差異が許容範囲にあれば事業が

適切に実施できたのであるので、当然、組織目的および事業計画の目標が達成されているは

ずである」という視点を持つときは、目的達成度を向上させるために、予算値に実際値を近

づけようとする誘因が働いている。未執行があればその分だけ差異の幅は開いていくので、

「未執行の予算がある場合、次年度予算からカットする」という行動を選択した方が目的達

成度の評価のためには有利である。そのため件数としてはわずかであるが、「未執行の予算

がある場合、次年度予算からカットする」の割合の方がやや高くなっていると考えられる。 

 「非営利組織といえども利益がなければ、組織維持が図れないのであるから、予算の達成

は組織目的の達成といえる」という視点では、利益を最大化する誘因が働くと考えられる。

「未執行の予算がある場合、次年度予算からカット」すれば、他の利益率の高い事業に予算

を回せるので、利益が増加する可能性が高まる。その一方で該当部門では予算削減に対する

反発も生まれる。また、「未執行の予算を次年度カットすると、年度内に無理に使い切ろう

とするので、特に問題としない」とすれば、新たな利益を獲得する機会を逸することになる

が、インパクトの強い対応によって該当部門のモチベーションが低下することを防ぐことは

できる。どちらが目的達成度の評価により貢献するのか、結果としてほぼ同数になったので、

どちらも対応としてあり得るし、優劣はつけ難いということになる。 

 「予算は単に収益性を測定しているにすぎない。組織目的の達成は利用者アンケートの結

果から判断する以外には手がない」という目的達成度の評価の視点は、いわゆる利用者の満

足度によるものであるが、この視点であれば未執行の予算があるかないかは、目的達成度の

評価とは関係ないことになる。どちらの対応をとっても評価には無関係なのであるが、集計

では「未執行の予算を次年度カットすると、年度内に無理に使い切ろうとするので、特に問
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題としない」という対応の方が 10％以上多く選択されている。コストカットすることによっ

て、サービス提供者（従業員）の満足度やモチベーションが低下し、サービスの質が低下す

る可能性はある。評価に関係ないのであれば、波風立てずに未執行でもそのままとして、受

け手（利用者）の満足度が低下することを避けることが選択されたものと解される。 

 最後に、「年度末に経費支出が集中している場合は、正当な理由がなければ、効率的な運

営とはいえず、また、組織目的および事業計画の目標も達成されているとは言えない」とい

う目的達成度の評価の視点では、年間を通して一定の割合で予算が使われるように、経費支

出を平準化させる誘因が働いていく。そのため、年度末に無理な支出圧力をかけないように、

「未執行の予算を次年度カットすると、年度内に無理に使い切ろうとするので、特に問題と

しない」という対応が好まれるのであろう。 

 

 

おわりに 

 予算期間終了後のコントロールおよび目的達成度の評価について、アンケート調査結果を

もとに考察してきた。本文中でも述べたように、目的達成度の評価は、本来的には、明示さ

れている目的に対して、その目的・目標を達成するために生産され提供されたアウトプット

の結果を対比する必要がある。アウトプットの結果が良かったか悪かったかを、組織目的あ

るいは事業計画の目標と照らし合わせることによって評価が可能となる。本稿ではこの目的

-アウトプットの対比関係（アウトプットが良かったか悪かったか）を測る尺度として予算を位

置づけることができるかどうかを試みてみた。予算というフィルターを通してみた場合の目

的達成度の評価としてあらかじめ用意した選択肢項目は、簡略化すると、予算値と実際値の

対比、利益尺度、利用者の満足度、予算の平準化という内容であった。集計の結果は、予算

値と実際値の比較をもとに判断できるのではないかとする回答が多く、従来から広く行われ

ている予算管理の分析手法の範囲内で目的達成度の評価も捉えていることが窺えた。目的達

成度の指針や評価尺度がまったくないところで計画→実行→統制→フィードバックという

経営管理活動を遂行していくことは容易ではない。かといって予算が何に対しても万能とい

うわけでもない。予算という金銭から見たひとつの指標としての評価尺度の限界と有用性、

また事業計画の目標とアウトプットの評価を積み上げていくことによって、最終的な組織目

的の達成度の評価という全体評価に繋げていくことができるのかという点について、今後も

検討を続けたい。 
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(1) アンケート調査の概要については、拙著「非営利組織におけるマネジメント・コントロー

ルの研究―予算行動の実態に関する調査票についてー」全国公益法人協会『公益・一般法人』

No.799、2011 年、pp.58-68 を参照されたい。 

(2) 拙著「非営利組織における予算統制の態様」法政大学イノベーション・マネジメント研究

センター、ワーキングペーパーシリーズ No.233、2020 年を参照されたい。 

(3) 集計可能な調査票 326 件、有効回答 321 件、欠損値 5 件、制限なしの複数回答。この設問

の回答件数は、「各部門管理者が月次で予算と実際を比較して、部門活動を管理している」162

件、「予算担当者が月次で各部門から実際値を収集・要約して担当理事に報告する」126 件、

「予算担当者が年次で実際値を収集し、決算書類として予算決算値比較表を理事会に報告す

るだけである」95 件、「理事長が外部専門家に予算値と決算値との比較検討を委嘱して、次

年度の参考にするのみである」2 件である。 

(4) 表 1 では「組織目的および事業計画の目標が達成されたかについて、まず理事長が口

頭で所感（主観的判断）を示す」という回答の選択件数は 78 件であるが、表 7 の各選択肢

項目とクロス集計した際の有効回答は 75 件である。 

(5) 関係のあった 4 通りの組み合わせについて、各組み合わせのカイ 2 乗値、自由度、有意確

立、調整済み残差を順に示す。 

・「予算値と実際値を比較して、その差異が許容範囲にあれば事業が適切に実施できたのであ

るので、当然、組織目的および事業計画の目標が達成されているはずである」と「非営利

組織といえども利益がなければ、組織維持が図れないのであるから、予算の達成は組織目

的の達成といえる」…9.229、1、0.002、-3.0。 

・「予算値と実際値を比較して、その差異が許容範囲にあれば事業が適切に実施できたのであ

るので、当然、組織目的および事業計画の目標が達成されているはずである」と「予算は

単に収益性を測定しているにすぎない。組織目的の達成は利用者アンケートの結果から判

断する以外には手がない」…52.175、1、0.000、-7.2。 

・「予算値と実際値を比較して、その差異が許容範囲にあれば事業が適切に実施できたのであ

るので、当然、組織目的および事業計画の目標が達成されているはずである」と「年度末

に経費支出が集中している場合は、正当な理由がなければ、効率的な運営とはいえず、ま

た、組織目的および事業計画の目標も達成されているとは言えない」…18.674、1、0.000、
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-4.3。 

・「非営利組織といえども利益がなければ、組織維持が図れないのであるから、予算の達成は

組織目的の達成といえる」と「予算は単に収益性を測定しているにすぎない。組織目的の

達成は利用者アンケートの結果から判断する以外には手がない」…9.761、1、0.002、-3.1。 

(6) このうち 1 件は、自治体の外郭団体であり組織規模も小さいので、特別には行っていない。

また、組織の独自案としては実施されにくいという回答であった。 
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